
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
  

はじめに 

 

水需要の減少につながる人口減少社会の到来、高度成長期に整備した施設・管路の老朽化、近年

の頻発する大規模災害への備えなど、水道事業を取り巻く環境は厳しさを増しています。 

この厳しい局面の中で安全安心な水道水の安定供給を図るため、水道局では組織運営の見直しや

投資の合理化、費用の削減など事業の効率化に努めてきました。 

今後も不断の経営の見直しを進める一方で、将来にわたって水道事業を継続するためには、根本

的な「収入減・費用増」の状況に対して、負担のあり方を見直す時期に来ているのではないかと考えて

います。 

施設・管路の更新を積極的に推進すれば水の安定供給体制は向上しますが、さらに多くの費用負

担が必要になります。他方、費用負担を抑え続ければ、水道の安定供給体制を損ない断水のリスクが

高まります。 

将来世代へ持続可能な水道システムを引き継いでいくため水道事業はどうあるべきなのか。 

水道局としては、水道事業総合基本計画アクアプラン 2017 の基本理念である「ゆるぎない安心と信

頼の追求」が示すとおり、施設・管路の更新を進め、安定供給を維持することが最も重要と考えていま

す。昨年度には、アクアプラン 2017 の実施計画であるアクションプラン後期編を策定しそのために必

要な事業を盛り込みました。 

そして、この水道局の考え方と負担のあり方については、最終的にお客さまである市民のみなさまに

ご理解いただくことが欠かせないものと考えており、現在、市民のみなさまのご意見をお伺いする組織

として設けている水道事業審議会の中でご議論いただいているところです。 
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明治 38(1905)年に全国で 8 番目の近代水道として通水を開始し、以後、給水区域の拡大とともに需要が伸び 

施設・管路を拡張しました。 

近年は、節水意識の高揚や核家族化の影響等により水需要は減少傾向で、需要の伸びに併せて整備した施

設・管路の更新も課題となっています。 

 

数値で⾒る岡⼭市の事業特性（R2） 

現在は政令市平均の 2 倍以上の 

エリアに水道水を届けています。 

※創設時の給水区域 (7,434 世帯、23,370 人に給水) 
 

今なお現役で稼働する創設時の施設 
（三野浄水場緩速ろ過池） 

項目名 岡山市 政令市平均

給水区域面積(㎢) 750.24 312.16

年間有収水量(千㎥) 80,522 155,320

配水管延長(km) 4,362 4,589

配水池数(池) 152 82

-1-



ご家庭やお店に水を届けるため、浄水場で川の水をきれいにし、それを 365 日 24 時間いつでも使えるように

配水池で貯めておき、政令市で最も広い給水区域面積を水道管で隈なくカバーしています。 

川や地下から取り入れた水を 
安心して飲める水にする施設。 
岡山市内には大小合わせて 
９つの浄水場が稼働中。 

浄水場 

配水池は、浄水場で綺麗にし
た水を 365 日 24 時間いつで
も使えるように確保する施設。 
ポンプ場は、高台にある配水
池に水を送る施設。 

配水池・ポンプ場 

水道水をご家庭やお店に届け
るために埋設されている管。 
市内約 4,400 ㎞(北海道から
鹿児島を往復できる長さ)の水
道管を布設。 

水道管 
 

水道水がご家庭まで届くまでのフロー 
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水道事業は法律により、水道料金を中心に独立採算での事業運営が求められています。 

水需要の減少に伴い事業運営のための財源が少なくなっています。 

 
123.億円÷79,649 千㎥ 
⇒ 500ml ペットボトル 

1 本あたり約0.08 円 
 

※R２年度はコロナ禍による行動変容により有収水量は増となっているものの、

大口利用者の使用量が減少したため給水収益は減少 

給水人口はほぼ横ばいにも関わらず使用量が減っており、この状況は今後も続くことが見込まれます。 

需要減の要因 説明

 節水機器の普及 水洗便器や食器洗浄機など、節水機器の普及・技術革新が進む

 生活様式の変化
少子高齢化、核家族化に伴う需要の変化
(シャワー利用の増、水撒きの減 など)

 企業の経費節減策 工場用約12％、業務営業用約23%の減少
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高度経済成長期に建設した施設・管路が更新期を迎える中、南海トラフ巨大地震等を踏まえた災害対策を 

推進するため建設改良費を増額していますが、道半ばな状態です。 

建設改良費の 6～7 割を占める管路の更新は、更新優先度が高い管路を計画的に更新しています。 

また、災害時に拠点となる施設へ至る管路の耐震化へも着手しました。 

15 か年約 1,000 億円の投資により、耐震化率は着実に上昇していますが、政令市平均には及びません。 

指標名 H19岡山市 R2岡山市 R2政令市

浄水施設の耐震化率 0.0% 8.4% 41.5%

ポンプ場の耐震化率 15.6% 52.0% 75.5%

配水池の耐震化率 25.4% 60.6% 71.6%

基幹管路の耐震適合率 22.4% 47.5% 59.1%
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収入が減少する中、施設・管路の更新需要の増大に対応するため、不断の業務改善を進めています。 

100mm 

 

  

施設の統廃合 

 

施設・管路のダウンサイジング 

水需要の減少を踏まえ、施設・管路の更新に併せ効率的な水道システムに再編・整備しています。 

 

＜職員数の削減＞ 

＜企業債支払利息の削減＞ 

 

＜その他業務改善等＞ 

業務の委託化や事務事業の見直し等により、効率的な組織運営体制を構築しています。 

＜投資の合理化＞ 

企業債の借入抑制等により、借金返済に係る支払利息額を削減しました。 

利息 
(億円) 

残高 

（億円） 

●検針業務の外部委託 

●料金清算業務の外部委託 

●電話受付業務の外部委託  等 

業務の委託化 
経費の節減を目的に各種業務の見直しを推進しています。 

●受付窓口の再編・集約化 

●契約内容の見直しに伴う賃借料・保守料の削減 

●遊休地の売却等、資産管理の見直し  等 

その他業務⾒直し 

※（例）管路のダウンサイジング 

更新 
200mm 

項目名 H19(A) R3(B) B-A

浄水場数 10 9 △ 1

配水池数 168 152 △ 16

ポンプ場数 106 92 △ 14

-5-



料金収入の減少と減価償却費の増により、純利益は減少傾向です。 

収入、純利益の増加要因は、H26 年度から国の会計制度変更により長期前受金戻入を計上したためです。 

建設改良費は、工事の繰越等による変動はあるものの増加傾向にあり、資本取引での赤字は増加傾向です。 

更に、損益取引の厳しい状況もあり、内部留保資金に目減りが見えてきています。 

施設等を建設・更新する際に受け入れた補助金や負担金等について、減価償却に併せて収益化するものです。 

収益計上時には金銭の収入は無く、見かけ上純利益は増えるものの、その分補てん財源を減じるため、会計制度

変更前後で単年度資金には影響を与えません。 

長期前受金戻入とは 

純利益や減価償却費などから構成される事業運営に使える資金の総称。 

主な目途は、施設・管路の新設及び更新に要する経費への充当と大規模災害等の非常時への備え。 

内部留保資金とは 
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水道事業総合基本計画アクアプラン 2017 の基本理念「ゆるぎない安心と信頼の追求」の実現に向けて、施設・

管路の更新を進め安定供給を維持することを最重点目標に、可能な限りの更なる費用削減と将来世代との負担

の公平を勘案した事業運営を進めます。 

近年の異常気象に伴う水害リスクや台風被害による停電リスク等、風水害対策も急務 

積算基準見直しや人件費の上昇により工事費が高騰。 
また、新型コロナ等により世界的に資材調達コストの増加が発生。 

＜工事費の高騰＞ 

アクアプラン 2017 策定時に定めた、水道インフラを長期的に持続するために必要な整備方針 

・浄水場・配水池の計画的更新と耐震化 

・基幹管路の耐震化 

・災害時に拠点となる施設への水道管の耐震化 

・管路更新率 1%の確保 

＜激甚化・多様化する災害への備え＞ 

10 年 726 億円の計画 

 アセットマネジメントによる投資の平準化 
投資の合理化は 実施済 
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今後も漏水発生頻度の高い管から優先的に更新することで漏水事故の着実な減少へ 

結果反映 

漏水発⽣頻度の⾼い管を優先的に更新 

管路更新率を下げたとしても 

漏水事故件数は逓減する⾒込み 

＜近年の漏水事故件数の減少＞ 

・浄水場・配水池の計画的更新と耐震化 

・激甚化・多様化する風水害対策の強化 

・基幹管路の耐震化 

・管路更新率 1%の確保 

アクアプラン 2017 の方針、投資の増加要因を加味しつつ、財政負担を考慮して 10 年間の建設改良費を調整 

・災害時に拠点となる施設への水道管の耐震化 

10 年 950 億円規模必要 

事業の進度調整を図り 
事業費を抑制 
10 年間で△100 億円 

10 年 850 億円規模の投資 を実施 投資の⽅針(R4〜13) 

 工事費の高騰 
 

①＋② 
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＜主な内容＞ 

浄水場や出先ポンプ場の浸水対策、
停電対策を強化します。 

42 万人の給水を担う三野浄水場の耐震化を図り、安定した供給体制を整えます。 
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大規模震災時に予測される漏水事故に対し、 

網の目状につながっている水道管を一定規模の 

房状に区切っていくことで、被害拡散の抑制と 

復旧作業の迅速化を図ります。 

現状 

水管橋の塗装・点検 

ドローンによる点検(R4 から実施) 

和歌山市の水管橋崩落のような事故を発生させないためにも、重要路線の多い水管橋・添架管の状態を把握

し、適切に修繕、長寿命化を図ります。 

配水管網 
ブロック化 

＜安心安全確保のための工夫＞ 

① 減災対策の推進（配水管網のブロック化） 

② 維持管理の強化 
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水道事業などの地方公営企業が、事業に必要な施設の新設・更新といった建設改良事業に要する資金に 

充てるための借入金のこと 

企業債とは 

施設・管路の更新 

水の安定供給 
耐震性の向上 

企業債は「財源不⾜の補完」「世代間の負担の公平性の確保」の２つの役割を担う 
 
更新によるメリットは、現役世代も将来世代も享受（施設・管路は長期間使用するため）。 
よって、更新に必要な財源の不足分の充当策として企業債を借入し、将来世代の水道料金で建設改
良費の一部を賄う。 
 

将来世代に負担を先送りしないよう中⻑期的な展望の下での財政運営が肝要 

 
企業債発行により 

前倒しで達成可能 

収入のうち、水道局で自発的にコントロール可能なのは「企業債」のみ 

水道事業で発生する特定の経費に対し、それにより受益を受ける者から徴収するもの（自発的に増やせない） 

（例）工事負担金：他事業者の工事に伴い発生する水道管布設替等の工事費用の所要額 

※負担金とは 

※その他収入のうち約 9 割は負担金 
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◎ 更新需要の増加等に伴い建設改良費が増加しているため、一定程度の借入増加は必要 

経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することを目的として総務省より策定・公表を要請されている資料。

「類似」は東京都及び政令指定都市が対象 

経営比較分析表とは 

企業債の借⼊⽅針(R4〜13) 企業債残⾼対給水収益⽐率 200%程度 

◎ 現在、政令市平均と比べ、企業債残高対給水収益比率（企業債と料金収入の割合）は良好 

△ 給水収益（＝借金返済能力）が減少する中で、大幅な借入増はリスク 

△ 人口減少社会の到来を考慮した上で、利息の支払を含めた将来世代の負担への配慮が必要 

企業債残高 224 億円÷給水収益 121 億円 

企業債残⾼対給水収益⽐率の推移 

水需要の減少に伴う財源の不足 参照 

投資の⽅針 
85 億円 
10 年平均 

＋11 億円 

とする 

投資額 
(建設改良費) 

推移 
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水道局で定めた投資・企業債借入の方針に沿って策定した財政見通しでは、令和７年度には内部留保資金 

が枯渇する予測となりました。 

そこで、持続可能な事業運営のため、まずは投資の方針、企業債の借入方針の妥当性をご議論いただ 

くこととしました。 

単位：百万円

項目 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 合計

④資本的収入 3,899 3,781 2,967 2,967 2,968 16,582

(1)企業債 2,600 2,700 1,900 1,900 1,900 11,000

(2)その他収入 1,299 1,081 1,067 1,067 1,068 5,582

⑤資本的支出 10,681 10,250 9,921 10,495 10,412 51,759

(1)建設改良費 8,646 8,211 7,918 8,614 8,581 41,970

(2)企業債償還金等 2,035 2,039 2,003 1,881 1,831 9,789

⑥補てん財源 4,923 5,047 5,104 5,205 5,294 25,573

⑦：④－⑤＋⑥ △ 1,859 △ 1,422 △ 1,850 △ 2,323 △ 2,150 △ 9,604

③：差引(純利益) 833 400 497 386 136 2,252

単年度資金（③＋⑦） △ 1,026 △ 1,022 △ 1,353 △ 1,937 △ 2,014 △ 7,352

内部留保資金 3,788 2,766 1,413 △ 524 △ 2,538

単位：百万円

項目 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 合計

①収益的収入 15,383 15,283 15,097 15,007 14,920 75,690

(1)料金収入 12,324 12,241 12,171 12,112 12,049 60,897

(2)その他収入 3,059 3,042 2,926 2,895 2,871 14,793

②収益的支出 14,550 14,883 14,600 14,621 14,784 73,438

(1)給与費 2,605 2,593 2,601 2,603 2,628 13,030

(2)支払利息 330 312 301 287 279 1,509

(3)減価償却費 5,929 6,100 6,157 6,188 6,245 30,619

(4)維持管理費 5,686 5,878 5,541 5,543 5,632 28,280

③純利益　（①－②） 833 400 497 386 136 2,252

◎収益的収支の状況 

★1 

◎資本的収支及び内部留保資金の状況 

★2 

★3 

★4 
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内部留保資⾦の最低限の確保水準(R4〜13) 
給水収益の２割程度 
約 25 億円を確保 

＜内部留保資金の確保水準の設定＞ 

※青は実績値、赤は財政見通しの値 

・水道局の示した「投資の方針」「企業債の借入方針」は見直せないのか 

・有事に備えた最低限度の内部留保資金の確保水準はいくらなのか 

水道事業審議会で、投資の⽅針、企業債の借⼊⽅針及びその他経費節減の取組等、 
事業全般についてご議論いただいた上で、水道料⾦の⾒直しの検討も⾏います。 
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